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　早稲田大学法務研究科は、明年2024年4月に創設20
周年を迎えます。20年前の2004年は法科大学院制度の
発足の年でもありますので、来年は単に20周年を祝う
というのではなく、まさに法科大学院とは何なのかが改
めて問われるべき年でもあります。
　思い起こせば、これまでの20年間、法科大学院制度
は変化の連続でした。当初70校以上あった法科大学院
は半減しており、また社会人を含め多様なバックグラウ
ンドを持った人材を法曹の世界へという理念は、既修者
が入学者の多数を占める状況によって縮減せざるをえな
くなっています。学部教育３年＋法科大学院教育2年と
いう5年一貫型法曹養成、司法試験の在学中受験など、
20年前には夢想だにしなかった制度が導入されていま
す。こうした流れのなかで、当初の法科大学院制度を構
想され、またその実現に努力された方々からは、なかば
諦めの声さえ聞こえてきます。
　しかし、法科大学院・司法試験の制度がどのように変
わろうとも、早稲田ロースクールが「挑戦する法曹」を
輩出する場であることに、いささかの変化もありません。
単に司法試験の合格者を生み出す場所ではなく、さまざ
まな課題に敢然と挑戦し、社会に貢献する法曹、人の「喜
び」「苦しみ」「痛み」を理解できる豊かな人間性を持っ
た法曹を育成する場であること。20年前に創設メンバー
が打ち立てたこうした理念を、不動のものとして堅持し
てきたことが、早稲田ロースクールの歴史であり、また
誇りであると言えます。では、「挑戦する法曹」の輩出
と法科大学院での教育は、どのように関係しているので
しょうか。
　私は、本年4月1日に行われた法務研究科入学式にお
いて、法曹として重要なのは、法的専門知識に加えて人
間的力量であり、それを身に着けるためには、豊富な経
験が必要であると述べたうえで、新入生とそのご家族に、
次のようにお話をさせていただきました。少し長くなり
ますが、ご紹介をさせていただきます。
　「ダイヤモンドはダイヤモンドによってしか磨かれま
せん。同じように、人間もまた人間によってしか磨かれ
ないのです。教育が知識を与えるだけのことであれば、
おそらく早晩AIによって、その役割は奪われることに
なると思います。しかし、人間とふれあい、ぶつかり合
うことによって学ぶ機会こそ、人間的な力量を養ううえ
で必要なのです。当研究科は、クリニック、エクスター
ンシップなど、法実務を現場で学ぶ機会を多く用意して
います。また、トランスナショナル・プログラム、交換
留学など、国際的な交流の機会も豊富です。さらにアカ

デミック・アドバイザーに
より提供されるプログラム
などを通して、皆さんの先
輩である弁護士との交流も
日常的に行われています。
授業も含めて、こうしたプ
ログラムは、もちろん法的
な知識を得ることも目的で
はありますが、それ以上に、
人と人との交流、人間を磨
く機会でもあります。
　早稲田大学法務研究科は、予備試験を経ても、どこの
ロースクールを出ても、法曹になれば皆同じというよう
な人材を作るつもりはありません。早稲田で学んだから
こそ存在する人材の育成を目指しています。２年ないし
３年間は決して長い期間とは言えませんが、その間に早
稲田で経験することが、皆さんの今後の法曹としての生
活、ひいては長い人生そのものにとって重要な意味のあ
るものにしてゆきたい、それが法務研究科の教職員が念
願していることであり、また日々努力をしてゆきたい点
でもあります。私たちも全力で取り組みます。学生の皆
さんもまた、そうした思いをくみ取って、教員にぶつかっ
てきてほしいと思いますし、学生の間でも活発に意見の
交換をしてほしいと考えます。」
　法曹養成を単なる試験勉強から大学という教育の場に
移すこと、これが法科大学院制度発足の基盤でした。そ
れが期待する意義は多々あり、そのいくつかは20年の
間で消え去ったかもしれません。しかし、法曹養成が大
学で行われるということは、詰まるところ「人が人を育
てる」ということであり、それは現在においても何も変
わっていないはずです。むしろ創設20周年を迎える今
こそ、この原点を再確認し、法科大学院における「教育」
の内容と方法を磨き上げることが重要であると考えてい
ます。
　「人が人を育てる」という法曹養成教育は、決して教
員と学生の関係で完結するものではありません。早稲田
出身あるいは法務研究科を修了した先輩法曹との交流は、
これにも増して重要であると考えます。先輩諸氏との人
的交流・ぶつかり合いの場を質量ともに充実させること、
それが次の10年間に取り組むべき方向性であると確信
しています。
　関係の皆さまには、今後とも法務研究科に対しご支援
を賜りますとともに、ご助言・ご助力をいただけますよ
う、どうぞよろしくお願い申し上げます。

「梓」… 法曹分野に従事する早稲田大学校友（稲門法曹）と早稲田大学大学院法務研究科修了生・在学生および早稲田大学法学学術院教員を繋ぐ、法学情報・コミュニケーション誌。
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ロースクール生を応援しています。私が寄付をする理由

稲門法曹会受給者（修了生）

　月並みな理由ですが、出身校に寄付をすることは
当たり前ですし、またそれが大学の目的のために使
われることは、卒業生としてとても嬉しいことです。
早稲田大学法科大学院生が良き法曹となることを期
待して、というのが理由です。加えて、恩師である
奥島孝康先生から「君達（私と夫）の周りの子供（法
律を学ぶ学生）は、皆君達の子供だ。」という言葉
を頂き、本当に微力ですが少しでもロースクール生
の皆さんに勉強の足しになったらと思って寄付をす
るようになりました。以下、本題に従って、私が寄
付するようになった経緯をお話しします。
　私が弁護士を開業してから早38年になりました。
　地方都市で、かつ、はじめての女性弁護士という
ことで、珍しがられたり、ときには煙たがられたり
しました。それでも、真面目に仕事をしていると、
周囲の方から認められ、困難な案件も持ち込まれる
ようになりました。紛争を解決することが、どれだ
けエネルギーのいることか、それを解決したときの
依頼者からの身に余る感謝の言葉を頂き、これは私
の運命だと思うようになりました。そして私にこの
ような仕事ができる基礎となる学問や生き方を教え
てくださった大学にとても感謝しています。その感

謝の気持ちを表そうと、大学に何か記念事業がある
ときに少しだけ寄付をしていました。
　その後、司法制度改革によって法科大学院が創設
され、私の周りでも子弟を法科大学院へ進学させる
親御さんが出てきました。その親御さんから、「私
たちの老後の費用を子供にあげることにしました」
等というお話を聞きました。私は子供がいないため、
地方から子供を東京の大学や大学院に進学させるに
は、大きなお金が必要なことを初めて知りました。
私の頃は、授業料も下宿代も安かったので、親の負
担感もそれほどではなかったと思います。
　司法制度改革によって、私どもの法律事務所でも、
司法修習生を受け入れたり、地元の国立大学法科大
学院の学生をエクスターンとして受け入れることが
始まりました。そのうちに早稲田大学のロースクー
ル生をエクスターンとして、また彼らが卒業後には
サマーインターン生として、修習生として受け入れ
たりと、だんだん早稲田大学ロースクールとの距離
が縮まって行きました。そして私の想像していたと
おり、意識の高い法曹の卵が学びに来てくれていま
す。このような経緯で彼らを応援したい気持ちはま
すます強くなりました。

　私が早稲田大学大学院法務研究科の門を叩いてか
ら早くも3年が経ち、去る2023年3月に無事修了す
ることができました。早稲田大学法学部を卒業した
後、民間企業でサラリーマンとして日々を過ごす中
で、「このまま一生法学と離れた人生を送るのだろ
うか」という焦燥感を抑えられずに進学を決めた日
のことが懐かしく感じられます。安定した地位を捨
てて新しいことに挑戦することへの不安がなかった
といえば嘘になりますが、3年間の濃密かつ充実し
た日々を過ごした今となっては、本研究科に飛び込
んだ当時の決断は間違っていなかったと自信を持っ
て言うことができます。
　本研究科では、教授陣による学問的に妥協のない
講義、実務家教員による経験に基づく実践的な指導、
AAやチューターによる充実したサポート体制の下、
多様なバックグラウンドを持った学生が「挑戦する
法曹」となるべく真剣に学修に打ち込んでおり、法
曹を目指す者にとって理想的な環境が整っていたよ

うに思います。こうした恵まれた環境は皆様のご寄
付の賜物であります。また、私を含む多くの学生が
ＯＢ・ＯＧの先生方のご厚意による稲門法曹奨学金
の手厚い経済的な支援を受けることによって学修に
専念することができており、感謝の念が尽きません。
　多くの人々に支えていただいたからこそ法曹とし
てのスタートラインに立てたということを常に自覚
し、稲門法曹の名に恥じぬよう常に研鑽してまいり
たいと思っております。

弁護士法人立石塩谷法律事務所　立
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自主ゼミで共に学んだ友人と小野梓像前にて（右端が筆者）
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寄付講座「ビジネス法務の最先端実務」の開講について

センター助手のご紹介
2023年4月から着任した法務教育センターのセンター助手をご紹介いたします。

退職教員のご紹介
2023年3月末で法務研究科を定年退職や任期満了となった先生方をお知らせいたします。

　このたび、TMI総合法律事務所は、早稲田大学大学
院法務研究科において、「ビジネス法務の最先端実務」
と題する寄付講座を、2023年度秋学期より、開講させ
て頂くことになりました。このような光栄な機会を頂く
ことができ、関係者の皆様に対し、事務所を代表して、
あらためて御礼を申し上げます。
　当事務所は、新しい時代が要請する総合的なプロ
フェッショナルサービスへの需要に応えることを目的と
して1990年に創立され、現在は、弁護士約550名・弁
理士約90名・外国弁護士（外国法事務弁護士を含む）
約50名が所属し、国内6拠点・海外11拠点を展開して
おります。創立当初より、新しい時代に即したリーガル
サービスを提供できる事務所、アドバイスだけではなく
ビジネスにおけるソリューションを提案できる事務所を
目指し、所属する各弁護士・弁理士が研鑽を積んで参り
ました。創立後30年以上に亘って築いてきた専門性と
知見の蓄積をもって、「早稲田ロースクール」の発展に
少しでも貢献したい、という思いで本講座を開講させて

頂く運びとなりました。
　本講座の副題は「各分野で活躍するビジネスロイヤー
が語るビジネス×法務の最新到達点」ですが、そこには
2つの大きな軸を含んでおります。１つは、ビジネスと
法務の交錯点を示すことです。時代の変化に伴って、こ
れまでにはなかった新規のビジネスが次々と生まれ、既
存のビジネスもどんどん変容しています。その現場にお
いて法律がどのように作用し、法律実務家がどのように
関与しているのか、その実態をご紹介させて頂きます。
2つは、その交錯点の最新の到達地点を示すことです。
そのため、本講座では、体系や順序に捉われず、NFT・
ブロックチェーン、データ、宇宙、ヘルスケア、スポー
ツ、経済安全保障など、様々なビジネス領域の最先端に
関与する弁護士がオムニバス形式で講義をさせて頂きま
す。
　本講座が、未来に活躍される若手法律家の皆様の知的
好奇心を擽り、また、将来ご自身が活躍する姿を思い描
くきっかけとなれば、大変光栄に存じます。
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教授（早稲田大学名誉教授）
　本年3月まで民法と消費者法を担当しました。授業の
準備などに追われる日々でしたが、みなさんが徐々に力
をつけていく様子を実感できるやりがいのある仕事でし
た。早稲田大学法科大学院での学修を基礎に、法曹界に
大きく羽ばたいてください。
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教授（早稲田大学名誉教授）
　法務研発足以来、労働法科目及び労働クリニックを担
当させて頂きました。研究者だけではなく、多くの優れ
た実務家教員の方々、そして（特に初期の）熱心な学生
たちとの大変刺激的な環境を満喫できました。有難うご
ざいました。
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教授（早稲田大学名誉教授）
　私は、法務研究科発足の2004年4月に法学部から移
籍し、英米法の講義と演習、外国人／難民に関わるリー
ガル・クリニック科目、そして留学生を対象とした科目
「Human Rights Law in Japan」等を担当してきました。早稲田
大学の法科大学院が、理論、技能、そして法曹倫理を統
合した法専門職教育を一層推進されることを祈念します。
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講師（任期付）
　私は、学生として2年間、教員として2年間、法務研
究科にお世話になりました。様々なバックグラウンドの
学生・教員が在籍していることが早稲田ローの強みです
ので、在学生の皆さんは是非、幅広く学び、法律家とし
ての素養を身に着けてください。

主な研究テーマ：乳幼児期の子を持つ受験生に必要な支援策の構築とそのPR
主な経歴：大阪市立大学法学部卒業（2010年）、公益社団法人セーブ・ザ・チル
ドレン・ジャパン勤務（2011年～2016年）、早稲田大学大学院法務研究科修了（2020
年）、弁護士登録（2022年）、京葉船橋法律事務所所属。
ひとこと：お世話になった早稲田大学とこのような形でまたご縁をいただき、嬉
しく思っております。社会人経験及び婚姻・出産を経て法務研究科に入学した経験、
弁護士としての経験を活かし、多様な人材を法曹界に送り出し続けている法務研
究科の強みをさらに強化できるよう、法務教育研究センターの助手として、尽力
いたします。よろしくお願いいたします。

TMI法律事務所弁護士　石
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http://www.waseda.jp/folaw/cpler/

稲門法曹奨学金へのご寄付についてのお問合せ
早稲田大学大学院法務研究科

Email：law-school - cple r@lis t .waseda . jp
Fax：03 - 528 6 -172 0

「梓」 送付停止や、送付先のご住所・ご勤務先の
変更等をご希望の場合は、以下の申請フォームより
申請をお願いいたします。代理の方による申請も
可能です。なお、代理の方はお手数ですが、代理申
請後に封書の破棄をお願いいたします。

＜申請フォームURL＞
https://www.waseda.jp/folaw/gwls/alumni/wls-news-letter/

検索早稲田　梓

　稲門法曹会と法務研究科キャリア支援室は、本研
究科修了生や在学生と法律事務所をはじめとする各
機関とのマッチングを図るべく、求人情報等を募集
しております。いただいた求人情報等は、法務研究
科HP等にて周知を行います。
　掲載希望の方は、稲門法曹会HP（http://waseda-
legal-alumni.jp/）より求人票をダウンロードの上、
稲門法曹会事務局・早稲田大学大学院法務研究科
キャリア支援室（tohmon-career@list.waseda.jp）ま
でお送りください。

　また法務研究科キャリア支援室では、当該年度司
法試験受験者を主な対象とした「法律事務所・企業
等による合同説明会」を年2回程度開催しておりま
す。詳細は法務研究科キャリア支援室（law-school-
career@list.waseda.jp）までお尋ねください。
※ キャリア支援室は、本研究科在学生及び修了生の
キャリア支援を目的として、就職情報の提供やサ
ポート等を行うために設定された本研究科の内部
部門です。詳しくは法務研究科キャリア支援室の
HP（https://www.waseda.jp/folaw/gwls/career/about_career/）
をご覧ください。

≪早稲田LS生（修了生・在学生）向けの就職情報等告知について≫

「ロースクールに行こう！女性法律家はこんなに面白い!!」
法務研究科教授　石
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　2023年7月1日（土）14:00～17:00にかけて、早稲
田大学大学院法務研究科が主催するFLP（Female 
Lawyers Project）シンポジウム「ロースクールに
行こう！女性法律家はこんなに面白い! !」が開催さ
れました。今回は初めて、会場及びオンラインのハ
イブリッド方式による開催をしたところ、雨天にも
かかわらず、過去最多の約130名の方々に参加いた
だくことができました。
　今回の基調講演は本研究科修了生である久屋愛理
裁判官による「裁判所で働くということ」というテー
マでのご講演でした。裁判官を志した理由や裁判官
の働き方、魅力に加え、公正中立な第三者として、
紛争の当事者が前向きに進んでいくためにどのよう
に資することができるかという視点を持ち、日々勉
強し、考えながらお仕事をされていることをお話し
ていただきました。
　その後のパネルディスカッションでは、琉球大学
大学院法務研究科修了生で現在司法修習生である川
崎牧子氏、千葉大学大学院専門法務研究科修了生で
ある南友美子弁護士、中央大学大学院法務研究科修
了生である大﨑茉耶弁護士及び久屋裁判官にご登壇
いただき、参加者からの質問にお答えいただきまし
た。川崎氏による育児をしながらの受験経験や、南
弁護士や大﨑弁護士による女性弁護士としての強み

や留意点、久屋裁判官による、仕事上ジェンダーを
特に意識するようなことはないものの、合議体の３
名全員が女性裁判官であったとしても違和感のない
社会になったら良いというお話が印象的でした。
　本シンポジウムは、本研究科が取り組むFLPを
担うメンバーが中心となり企画・開催しているもの
であり、今回の開催をもって8回目となります。
　本研究科では、昨年度の司法試験において、かね
てから掲げていた「本研究科を修了した合格者のう
ち女性合格者の割合を4割以上にする」という目標
を達成することができました。女性法曹の輩出に向
けて、今後も引き続き取り組んでまいります。


